
戦略的な対外発信

（1）戦略的対外発信の取組
外務省では、対外発信の最前線である在外公

館の体制強化を図りつつ、①日本の正しい姿を
含む政策や取組の発信に一層力を入れるととも
に、②日本の多様な魅力の発信及び③親日派・
知日派の育成を推進するという3本の柱に基づ
いて戦略的に対外発信を実施している。日本の
正しい姿を含む政策や取組の発信については、
主に国際社会の平和安定・繁栄や法の支配に基
づく国際秩序の維持・強化に対する日本の貢献
への理解、歴史認識や領土保全の問題に対する
理解の促進などを念頭に取り組んでいる。具体
的には、まず、総理大臣や外務大臣を始め政府
関係者が、記者会見やインタビュー、寄稿、外
国訪問先及び国際会議でのスピーチなどで日本
の立場や考え方について積極的に発信してきて
いる。また、在外公館においても、歴史認識や
領土保全を始め幅広い分野で、日本の立場や考
え方について各国政府・国民及びメディアに対
する発信に努めており、海外メディアによる事
実誤認に基づく報道が行われた場合には、速や
かに在外公館の大使、総領事や本省の外務報道
官の名前で客観的な事実に基づく反論投稿や申
入れを実施し、正確な事実関係と理解に基づく
報道がなされるよう努めている。加えて、政策
広報動画などの広報資料を作成し様々な形で活
用しているほか、ウェブサイトやソーシャルメ

ディアを通じた情報発信にも積極的に取り組ん
でいる。日本の基本的立場や考え方の理解を得
る上で、有識者やシンクタンクなどとの連携を
強化していくことも重要である。こうした認識
の下、外務省は海外から発信力のある有識者や
メディア関係者を日本に招へいし、政府関係者
などとの意見交換や各地の視察、取材支援など
を実施している。さらに、日本人有識者の海外
への派遣を実施しているほか、海外の研究機関
などによる日本関連のセミナー開催の支援を強
化している。

2019年は、ルールに基づく自由で開かれた国
際秩序が動揺し、国際社会の不透明性・不確実
性がますます増大する中で、初のG20議長国、
第7回アフリカ開発会議（TICAD7）の開催など
の機会を通じて、国際協調主義に基づく日本の
リーダーシップや、国際社会の平和・安定・繁
栄に対する日本の貢献などを重点的に発信した。

さらに、いわゆる慰安婦問題を始めとする歴
史認識、日本の領土保全をめぐる諸問題などに
ついても、様々な機会・ツールを活用した戦略
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政策広報動画『日本がシェアするソリューション：パラスポーツ・フォー・
オール』（2019年7月19日からYouTube外務省チャンネルで公開。
CNN Internationalで放送）
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的な発信に努めている。また、一部で旭日旗に
ついて事実に基づかない批判が見られることか
ら、政府として、外務省ホームページに旭日旗
に関する説明資料を多言語で掲載するなど、旭
日旗に関する正しい情報について、国際社会の
理解が得られるよう様々な形で説明してきてい
るところである 1。

日本の多様な魅力の発信については、対日理
解を促進し親日感を醸成するという観点から、
また、現在オールジャパンで取り組んでいる訪
日観光促進につなげるべく、在外公館を中心に
様々な広報文化事業を実施している。世界各地
の在外公館における文化事業（251ページ　2

（1）参照）、「文化のWA（和・環・輪）プロ
ジェクト」（253ページ　2（2）参照）や、

「Japan 2019」（252ページ　2（2）参照）
を始めとする国際交流基金事業及び第13回日
本国際漫画賞を実施するとともに、災害の影響
を受けた地域を含め日本各地の魅力をソーシャ
ルメディアなどを通じ積極的に発信した。

親日派・知日派の育成については、人的・知
的交流や日本語の普及に努め、「対日理解促進
交流プログラム」を通じてアジア大洋州、北米、
欧州及び中南米との青少年交流を含む交流の推
進、日米文化教育交流会議（CULCON：カルコ
ン、260ページ　2（4）ウ参照）の開催、世界
の主要国の大学・研究機関での日本研究支援を
進めている。また、2020年東京オリンピック・
パラリンピック競技大会（2020年東京大会）
の成功に向け、スポーツを通じた国際貢献策

「Sport for Tomorrow（SFT）」を推進してい
る。さらに、国内外の関係者と協力し、世界の
有形・無形の文化遺産の保護への取組と、日本
の文化遺産の世界遺産一覧表及び人類の無形文
化遺産の代表的な一覧表への記載を推進した。

今後、2020年東京大会の機会も活用して日
本の対外発信を強化し、外交政策や国益の実現
に資するべく、戦略的対外発信関連予算を効果
的に活用し、これら3本の柱に基づく取組を引

1	 旭日旗に関する説明資料の外務省ホームページ掲載箇所はこちら：https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000481575.pdf

き続き戦略的かつ効果的に実施していく。

（2）ジャパン・ハウス
外務省は、日本の多様な魅力や政策・取組の

発信を通じ、これまで必ずしも日本に関心がな
かった人々を含む幅広い層をひきつけ、親日
派・知日派の裾野を一層拡大することを目的に、
サンパウロ（ブラジル）、ロサンゼルス（米国）
及びロンドン（英国）の3都市に対外発信拠点

「ジャパン・ハウス」を設置している。
本活動を行うに当たっては、①政府、民間企

業、地方公共団体などが連携したオールジャパ
ンで発信すること、②現地のニーズを踏まえる
こと及び③日本に関する情報が一度に入手でき
るワンストップ・サービスを提供することで、
効果的な発信に努めている。

ジャパン・ハウスでの展示の一部は、日本で
の公募及び専門家による選定を経て3拠点共通
で開催する巡回企画展の方式で実施すること
で、幅広い団体・個人に参加を呼びかけるとと
もに、「一流」の日本を発信することを目指し
ている。このように、現地・日本双方の専門家
の知見をいかすことで質の高い企画を実施する
ことに努めている。

2017年開館のサンパウロでは、建築、技術、
食、ファッション、芸術など様々な日本の魅力
をテーマに展示企画を行っている。2019年4
月から7月には、「NIPPONの47人CRAFT展」
を開催し、47都道府県の職人の作品を通じて
日本の伝統や歴史を紹介したほか、現地の県人
会の協力を得て実施した各都道府県の連動型セ
ミナーを開催し好評を博した。また、日本の外
交政策、日・ブラジル関係、経済協力、科学技
術、サッカー交流など様々な分野の講演会を実
施した。2020年2月には累計来館者数が200
万人を達成し、サンパウロの主要文化施設とし
て定着している。

2018年開館のロンドンでは、日本古来の天
然染色技術をテーマにした展示から、最新技術
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を駆使した映像インスタレーション作品まで、
幅広く企画展示を行っている。2019年4月か
ら5月には日本の美しい伝統色をテーマにした

「かさねの森 染
そめの

司
つかさ

よしおか」展を開催。また、
8月から10月には島根出身の画家「安野光雅」
展を開催した。同展は単なる作品展示にとどま
らず、画家自身の人生にフォーカスし、昭和と
いう時代を展示やワークショップなど様々な手
法 で 表 現 す る こ と に 成 功 し た。11月 か ら
2020年3月末まで開催の映像インスタレー
ション作品「WOW 都市の光 郷

さと
の灯

あかり
」展では、

作品の内容と連動し、東北地方で制作された伝
統玩具を販売し好評を博している。また、国際
関係、震災復興、日英投資促進、科学技術など
の分野の講演会やセミナーを実施した。

2018年全館開館のロサンゼルスでは、建築
や漫画をテーマとした展覧会、日本の食に関す
る体験型企画、セミナー・講演会、映画上映な
ど様々な発信事業を展開している。7月から9
月には、東北地方の祭りや伝統行事の要素を取
り入れた体験型の映像インスタレーション

「BAKERU」展を開催した。同展会期中の9月
には、政府関係機関や地方公共団体とも連携
し、2020年東京大会の「復興ありがとうホス
トタウン」イベントも開催した。また、日本の
外交政策・日米関係、女性の活躍など様々な分
野の講演会を実施した。

（3）諸外国における日本についての論調と海外
メディアへの発信

2019年の海外メディアによる日本に関する
報道については、日本が議長国となったG20、
日韓秘密軍事情報保護協定（GSOMIA）を含
む日韓関係、日米貿易協定を含む日米関係、日
中関係、北朝鮮への対応、国内経済といった点
を中心に関心が集まった。また、総理大臣や外
務大臣による「地球儀を俯

ふ
瞰
かん

する外交」におけ
る積極的な外国訪問も、訪問国のメディアを中
心に海外メディアの注目を集めた。

外務省は、日本の立場や取組について国際社
会からの理解と支持を得るため、海外メディア
に対して迅速かつ積極的に情報提供や取材協力
を行っている。海外メディアを通じた対外発信
としては、総理大臣、外務大臣へのインタ
ビュー、外務大臣による定例の記者会見、プレ
スリリース、プレスツアーなどによる在京特派
員への情報提供を行っており、外交日程を踏ま
えて、時宜を得た発信を行うことにより、戦略
的かつ効果的な対外発信となるよう努めている。

例えば、安倍総理大臣は、1月のロシア訪問
を前に同国インターファクスのインタビューに
応じ、日露間の平和条約交渉の展望などについ
て発信した。2月には、訪日していた国営ベト
ナム通信社のインタビューを受け、日本とベト
ナムの友好・協力関係の評価及び今後の展望に
ついて発信した。河野外務大臣は4月、日米安
全保障協議委員会（「2＋2」）への出席後、ワシ
ントン・ポスト紙のインタビューを受け、日米
貿易交渉に向けた展望や北朝鮮への対応におけ
る日本の立場や日米の連携の重要性を訴えた。

また、安倍総理大臣、河野外務大臣及び茂木
外務大臣の外国訪問やG20などの国際会議開催
の機会を捉えた発信も積極的に行っている。河

ジャパン・ハウス　ロンドン 「かさねの森 染司よしおか」展 
（英国・ロンドン　写真提供：JAPAN HOUSE London）

ジャパン・ハウス　ロサンゼルス「BAKERU：Transforming Spirits」展
（米国・ロサンゼルス　写真提供：JAPAN HOUSE Los Angeles）
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野外務大臣は、1月のインド訪問時に同国のTV
ニュースチャンネル「WION」のインタビュー
に応じ、一層深化する日印関係の重要性につい
て発信した。安倍総理大臣は、6月にはG20を
前に、汎アラブ紙「シャルクルアウサト」のイン
タビューを受け、中東地域の緊張緩和と航行の
安全確保への取組における日本の役割などにつ
いて発信した。さらに茂木外務大臣は、11月に
フィナンシャル・タイムズ紙によるインタビュー
に応じ、日米貿易協定の評価や今後の展望、日
韓関係に関する日本の立場などを発信した。

このような形で、2019年には、安倍総理大
臣の寄稿・インタビューを9件、河野外務大臣
及び茂木外務大臣の寄稿・インタビューを計
38件、安倍総理大臣外国訪問中の内外記者会
見を2回、河野外務大臣外国訪問中の外国プレ
ス向け記者会見を1回実施した。

また、外務報道官などによる海外メディアに
対する発信も積極的に実施した。例えば、6月
のG20大阪サミットの機会に実施した記者ブ
リーフには延べ約350人が出席した。

こうした取組に加えて、日本に拠点がないメ
ディアなど世界各国の記者104人及びテレビ
チーム2組を日本に招へいし、日本の重要政策
や立場への理解を促進した。例えば、日本が初
めて議長国となったG20大阪サミット及び関連
会合の発信のため、記者グループ4組（G20及
び招待国などから計29人）とテレビチーム2組
を招へいし、開催地大阪の魅力を含む同サミッ
ト関連の取材機会を提供した。また、日本の自
由貿易への取組の具体例として、3月と10月に
日EU・EPAグループ招へいを実施し、関連取材
の機会を設けた。7月にはTICAD7の事前広報
グループ（アフリカ6か国6人）を招へいし、日
本の対アフリカ支援の実績や特徴に関する説明
機会を設けたほか、8月と9月には南西アジア

（5か国5人）と大洋州島
とう

嶼
しょ

国（4か国4人）の
記者グループをそれぞれ招へいし、「自由で開か
れたインド太平洋（FOIP）」の理解増進を促し
た。11月には福島復興・風評被害対策記者グ
ループ（5か国5人）に対して、福島の食の安全
性や復興への歩みについて取材機会を提供した。

（4）インターネットを通じた情報発信
外務省は、日本の外交政策に関する国内外の

理解と支持を得るため、ウェブサイトやソー
シャルメディアなどインターネットを通じた情
報発信に積極的に取り組んできている。2019
年はG20大阪サミットやTICAD7を始めとし
た様々な外交行事についての情報を発信した。

外務省ホームページ（英語）については、広
報文化外交の重要なツールと位置付け、領土保
全、歴史認識、安全保障などを含む日本の外交
政策や国際情勢に関する日本の立場、さらには
日本の多様な魅力などについて英語での情報発
信を強化してきている。さらに、海外の日本国
大使館、政府代表部及び総領事館のウェブサイ
トを通じ、現地語での情報発信も行っている。

文化・スポーツ・観光外交

（1）概要
日本文化がきっかけとなって日本に関心を持

つに至る外国人は大変多い。外務省及び国際交
流基金は、諸外国で良好な対日イメージを形成
し、日本全体のブランド価値を高めるととも
に、対日理解を促し、親日派・知日派を育成
し、訪日観光客を増やすため、海外での日本文
化の紹介や、スポーツ、観光促進を通じた様々
な事業を行っている。例えば、「在外公館文化
事業」では、在外公館の企画により、茶道、華
道などの日本の伝統文化からアニメ、マンガ、
ファッションといった日本の現代文化に至るま
で幅広く紹介している。「日本ブランド発信事
業」では、日本の経験・英知が結集された優れ
た文物を海外に発信し、日本の国家ブランドを
確立し、世界における日本のプレゼンスを強化
するため、各分野の専門家を海外に派遣した。
各人の特性をいかした講演に加え、ワーク
ショップやデモンストレーションなどを実施
し、聴衆と価値観や体験を共有することを通じ
て国際交流の端緒としている。

また、2020年東京大会の機会を捉え、ス
ポーツ分野での日本の存在感を一層示すことが
重要である。外務省は、「Sport for Tomorrow

2	
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（SFT）」プログラムの一環として、各国での
様々なスポーツ交流・スポーツ促進支援事業、
JICA海外協力隊や国際交流基金によるスポー
ツ指導者の派遣、文化無償資金協力を活用した
スポーツ器材の供与や施設の整備を実施してい
る。さらに、これらの取組を外務省「MofaJapan
×SPORTS」と題するツイッターを通じて内
外に発信している。また、2020年東京大会へ
の参加国・地域との相互交流を図るホストタウ
ンの取組を支援している。

次世代の親日層・知日層の構築や日本研究を
通じた対日理解促進のため、外務省は、在外公
館を通じて、日本への留学機会の広報や元留学
生とのネットワーク作り、地方自治体などに外
国青年を招へいする「JETプログラム」への協
力、アジアや米国との青少年交流事業や社会人
を招へいする交流事業、日本研究支援などを実
施している。

海外における日本語の普及は、日本との交流
の担い手を育て、対日理解を深めるとともに、
諸外国との友好関係の基盤となるものである。
このため、外務省は、国際交流基金を通じて、
日本語専門家の海外への派遣、海外の日本語教
師に対する研修、日本語教材の開発などを行っ
ている。また、日本における労働力不足を背景
にして、4月から在留資格「特定技能」による
外国人材の受入が開始されたが、就労目的での
来日を希望する外国人に対する日本語教育とい
う新たなニーズに対しても取組を行っている。

日本は、国連教育科学文化機関（UNESCO：
ユネスコ）などと協力し、世界の有形・無形の文
化遺産の保護支援にも熱心に取り組んでいる。ま
た、世界遺産条約や無形文化遺産保護条約など
を通じ、国際的な遺産保護の枠組みの推進にも積
極的に参加している（261ページ　2（7）参照）。

これら文化・スポーツ外交の推進を通じて、
日本の魅力を海外で高めることによって、訪日
観光客の増加にも貢献している。

（2）文化事業
各国における世論形成や政策決定の基盤とな

る国民一人ひとりの対日理解を促進するととも

に、日本のイメージを一層肯定的なものとする
ことは、国際社会で日本の外交政策を円滑に実
施していく上で重要である。この認識の下、外
務省は、在外公館や国際交流基金を通じて多面
的な日本の魅力の発信に努めている。

2019年 に は 米 国 で 日 本 文 化 紹 介 事 業
「Japan 2019」として源氏物語を紹介する展
覧会、日本人アーティストによる演劇やコン
サートなどを行い、日本文化の魅力を発信する
とともに、インバウンド観光促進にも努めた。

また、2018年に「ロシアにおける日本年」
事業としてモスクワ及びサンクトペテルブルク
において開催した「日露関係写真展」を、
2019年は地方2都市（クラスノダール及びエ
カテリンブルク）で約3週間ずつ開催したほ
か、モスクワでは、2018年に引き続き国際交
流基金による大型の映画祭「第53回日本映画
祭」を開催し、オープニングには日本から映画
プロデューサーが登壇した。

「Japan 2019」での全米桜祭り公演（川井郁子&和楽器アンサンブル
によるワシントンDCでのコンサート）（写真提供：国際交流基金）

「Japan 2019」での「『源氏物語』展 in NEW YORK ～紫式部、千年
の時めき～」展示風景（写真提供：The Metropolitan Museum of 
Art/BFA.com）
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在外公館では、管轄地域での対日理解の促進
や親日層の形成を目的とした外交活動の一環と
して、多様な文化事業を実施している。例え
ば、茶道・華道・折り紙などのワークショッ
プ、日本映画上映会、邦楽公演、武道デモンス
トレーション、伝統工芸品などの展示会、日本
語弁論大会などを企画・実施している。また、
近年では、アニメ・マンガなどのポップカル
チャーや日本の食文化などの生活文化を積極的
に紹介している。

また、外交上の節目となる年には、効果的な
対日理解の促進を目指して、政府関係機関や民
間団体が連携して大規模かつ総合的な記念事業

（要人往来、各種会議、広報文化事業など）を
集中的に実施し、活発な交流を行っている。
2019年には、日・ポーランド国交関係樹立
100周年記念事業として、能公演など様々な
行事を実施した。

国際交流基金では、外務省・在外公館との連

携の下、日本の文化や芸術を様々な形で世界各
地に発信する文化芸術交流事業、日本語教育、
日本研究の推進及び支援などを行っている。9
月にロンドン（英国）市内で約7万人が参加し
て行われた「ジャパン祭り」では、国際交流基
金と在英国日本国大使館などの共催により、島
根県西部に伝わる「石

い わ み
見神楽」公演を行い、日

本の郷土芸能の紹介を通じて、日本文化の多面
的な魅力を伝えるとともに、両国市民の文化交
流を深める機会となった。

また、2013年12月に安倍総理大臣が発表
した「文化のWA（和・環・輪）プロジェク
ト」については、国際交流基金アジアセンター
を通じた日本語学習支援事業と双方向の芸術文
化交流事業を柱として、多岐にわたる文化交流
事業を着実に実施している。特に2019年はこ
れまでの5年間の活動を総括して「響きあうア
ジア2019」を国内外で実施した。日本語学習
支援事業の中心である日本語パートナーズ派遣

文化事業：シカゴ日本祭り（6月16日、米国・シカゴ） 日本・ポーランド国交関係樹立100周年能公演 
（6月28日、ポーランド・ワルシャワ）

文化事業：和食レクチャー・デモンストレーション 
（10月8日、フランス・リヨン）

派遣先で活躍する日本語パートナーズ 
（インドネシア　写真提供：国際交流基金）

253外交青書 2020

日本への理解と信頼の促進に向けた取組 　　第4節



事業では、派遣前研修の一部を、地方創生の視
点を踏まえ、立命館アジア太平洋大学（大分県
別府市）を拠点として実施した上で、2019年
度末までに東南アジア10か国、中国及び台湾
の中等教育機関などに計2,375人を派遣し、
日本語教育のサポートのみならず、日本文化の
紹介を通じた交流事業を実施した。その結果、
多くの派遣先の学校関係者から、日本語パート
ナーズの活動は生徒の学習意欲などの向上に貢
献があったとして高い評価を受けた。

双方向の芸術文化交流事業での舞台芸術分野
では、ストリートダンスでアジアをつなぐ

「DANCE DANCE ASIA」などの国際共同制作、
映像分野では、東京国際映画祭との連携及び
JFF（日本映画祭）アジア・パシフィック・ゲー
トウェイ構想による映画交流の促進、スポーツ
分野では日本サッカー協会（JFA）・Jリーグと
の連携によるサッカー交流事業などを実施した。

日本国際漫画賞は、海外への漫画文化の普及
と漫画を通じた国際文化交流に貢献する漫画家
を顕彰することを目的として2007年に外務省
が創設した。第13回目となる2019年は、66
の国・地域から345作品の応募があり、イスラ
エルの作品が最優秀賞に輝いた。また、今回は
ザンビア、ジョージア、バングラデシュ、ハイ
チ及びマルタの5か国から初めて応募があった。

（3）人物交流や教育・スポーツ分野での交流
外務省では、諸外国において世論形成・政策

決定に大きな影響力を有する要人、各界で一定
の指導的立場に就くことが期待される外国人な
どを日本に招き、人脈形成や対日理解促進を図
る各種の招へい事業を実施している。また、教
育やスポーツの分野でも、幅広い層での人的交
流促進のために様々な取組を行っている。これ
らの事業は、相互理解や友好関係を増進させる
だけではなく、国際社会での日本の存在感を高
め、ひいては外交上の日本の国益増進の面でも
大きな意義がある。

ア	留学生交流関連
外務省は、在外公館を通じ日本への留学の魅

力や機会を積極的に広報している。また、各国
の優秀な学生を国費外国人留学生として受け入
れるための募集・選考業務を行っている。さら
に、各国にある「帰国留学生会」などを通じた
元留学生との関係維持や親日派・知日派の育成
に努めている。

イ	JETプログラム
外国語教育の充実と地域の国際交流の推進を

図る目的で1987年に開始された「JETプログ
ラム」には、2019年度は57か国から2,091
人の新規参加者を含む5,761人が参加し、全国

各地域の帰国留学生会組織及び会員数

ヨーロッパ
29か国　33組織
4,017人（約4％）

中東
7か国　8組織
1,024人（約1％）

アジア
18か国　93組織
72,335人（約76％）

北米
2か国　5組織
225人（約0.2％）

中南米
18か国　25組織
7,176人（約8％）

大洋州
8か国　13組織
1,374人（約1％）

アフリカ
31か国　34組織
8,433人（約9％）

全世界合計：113か国、211組織、94,584人
（2019年11月現在）

元JET参加者の会（JET Alumni Association）
支部及び会員数

ヨーロッパ
4カ国　7支部
3,260人

アフリカ
1カ国　1支部
711人

大洋州
2カ国　8支部
2,952人

アジア
6カ国　7支部
1,399人

中南米
3カ国　3支部
243人

北米
2カ国　27支部
15,460人

（2019年12月現在）

帰国留学生の集い（11月、コスタリカ）
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に配置されている。このプログラムは、総務省、
外務省、文部科学省及び一般財団法人自治体国
際化協会の運営協力の下、地方自治体などが外
国青年を自治体や学校で任用するものであり、
外務省は、在外公館における募集・選考や渡日
前オリエンテーション、18か国に存在する元
JET参加者の会（JETAA、会員数約2万4,000
人）の活動を支援している。JETAAは各国で
日本を紹介する活動を行っており、数多くの
JET経験者が親日派・知日派として各国の様々
な分野で活躍するなど、JET参加者は日本に
とって貴重な人的・外交的資産となっている。

ウ	スポーツ交流
スポーツは言語を超えたコミュニケーション

を可能とし、友好親善や対日理解の増進の有効
な手段となる。2020年東京大会に向けて、世
界各国から日本への関心が高まる中、日本政府
は、2014年から2020年までに100か国以上、
1,000万人以上を対象にスポーツの価値を届け
るスポーツを通じた国際貢献事業「Sport for 
Tomorrow（SFT）」を実施しており、予定より
も早く2019年9月時点で目標を達成した。外
務省は、2015年度から、「スポーツ外交推進事
業」による選手やコーチの派遣・招へい、器材
輸送支援、在外公館によるスポーツ関連レセプ
ションなどを展開し、各国政府や競技団体から
の要望に対し、より迅速かつきめ細かいスポー
ツ交流を実施し、二国間関係の発展にも貢献し
ている。これらSFT事業は、日本のスポーツ関

係者の国際スポーツ界におけるプレゼンス強化
にもつながっている（258ページ　コラム参照）。

エ	対日理解促進交流プログラム
日本とアジア大洋州、北米、欧州、中南米の

各国・地域との間で、二国間・地域間関係の発
展や対外発信において、将来を担う人材を招へ
い・派遣し、政治、経済、社会、文化、歴史及
び外交政策などに関する対日理解の促進を図る
とともに、未来の親日派・知日派を発掘してい
る。また、日本の外交姿勢や魅力などについて、
被招へい者・被派遣者にソーシャルメディアな
どを通じて積極的に発信してもらうことで対外
発信を強化し、日本の外交基盤を拡充している。

（4）知的分野の交流
ア	日本研究

国際交流基金は、海外における日本の政治、
経済、社会、文化などに関する様々な研究活動

日本への出発前の壮行会で中国からのJET参加者と懇談する河野外務大臣
（4月、中国）

SFT事業：日本代表チームと練習したペルーのパラバドミントン選手たち
（11月、日本）

次世代日本研究者協働研究ワークショップ 
（11月、日本　写真提供：国際交流基金）
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ラグビーワールドカップ2019 ～OneTeamとして～コラム

9月20日から11月2日まで、アジア初開催となるラグビーワールドカップ（RWC2019）が日
本で開催され、様々な国籍の選手がOneTeamとして団結した日本代表の姿は多くの国民に感動を
与えました。今回は3人の日本代表選手から、多様な背景の人々と協力し、成功する秘

ひ
訣
けつ

などをお
聞きしました。

RWC2019集合写真（写真提供：JRFU)

松島幸太朗選手（サントリーサンゴリアス所属、フルバック/ウィング）

― OneTeamとしてプレーする上で、国籍などのバックグラウンドの異
なる人々が同じ目的に向かって協力していく際に重要なことはどのような
ことだと感じていますか。

松島選手：言葉にして言わないと伝わらないことの方が多いので、しっかり
と自分の意見を言ったり、話を聞いたり、コミュニケーションをとること。
そうすることで目的や目標が明確になっていくと思います。

― コミュニケーションが非常に重要と考える一方で、言葉の壁を感じる
選手もいたのではないかと想像しますが。

松島選手：チームがいいプレーをできていないと、どうしてもコミュニケー
ションが疎

おろそ
かになりがちですが、W杯で自分達の戦術や自分達のラグビーで勝ち切った試合では、

いつも以上にコミュニケーションが取れていました。そういった試合では言葉の壁など一切感じ
ず、ラグビーを通じてしっかりとコミュニケーションが取れていたと思います。

― グローバル化が進む中で、海外に出て経験を積むことの重要性が高まっていると思いますが、
ご自身の経験を通じて得られた教訓はありますか。

松島選手：もともと体格が小さい方なので「周りを見る」ということを大事にしていました。やり
たいことを前面に出しても、チームから求められていることが分かっていないといけない。海外
の選手はハングリー精神が強烈でチーム内でぶつかって起用されないこともありました。そんな
中で生き残るために何が求められているか、そこで自分に出来ることは何かを考えて海外のチー
ムで成長することが出来ました。

― 日本人が世界の舞台で活躍するために必要なことは。
松島選手：世界中どこにいても「自分を成長させる」という気持ちを持つこと。日本が世界に通用

することは僕たちのラグビーでも証明できたと思うので、辛いことからも目を逸
そ

らさず、受け入
れて、自分の能力を信じることだと思います。

松島幸太朗選手（写真提
供：サントリーサンゴリアス）
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具
グ
智
ジ
元
ウォン
選手（Honda HEAT所属、プロップ）

― ラグビーを通じて日本や世界に発信していきたい点は。
具選手：今まで体格的に不利だといわれてきたスクラムで、日本代表は団結

力で世界相手に戦うことができました。この部分がラグビーを観て感じて
ほしいところです。団結力は日本の良さであり、強みだと思います。

― 具選手は中学生時代から母国・韓国を離れ日本で生活していますが、
苦しい時にはどのように乗り越えてきましたか。また日本での生活の中で、
印象に残った出来事は。

具選手：ラグビーでも私生活でも不安になることがありましたが、その時こ
そ自分がやるべきことをがむしゃらにやりました。初めて日本に来た時、
日本語が話せなくてもみんなが優しく接してくれて温かさを感じたことが印象に残っています。

― これから海外を目指そうとする日本の若者に対して、伝えたいメッセージは。
具選手：無名選手だった自分もそうでしたが、叶えたい夢に向かって自分を信じて頑張ることが一

番大事だと思います。

ラファエレ・ティモシー選手（神戸製鋼コベルコスティーラーズ所属、センター）� （注）英語でのやりとりを基に和訳。

― ラファエレ選手は、18歳の時から母国サモアとニュージーランドを離
れて日本で生活されていますが、来日のきっかけは。

ラファエレ選手：2009年、17歳の時に、ユース交流大会出場のため、所
属していた高校のチームと共に来日したのですが、楽しい時間を過ごすこ
とができ、日本で暮らすのもいいかもと感じました。旅行もして、教育も
受けて、ラグビーも続けるという全てを実現できるのでは、と思って翌年
日本に来ましたが、実際にその通りでした。山梨学院大学では親しい友人
を作ることができ、生まれ故郷から離れた場所に自分の居場所を作ること
ができました。日本行きを決めたことは、私の人生における最高の決断の
一つです。

― ご自身の経験を通じて、海外で成功する上で必要なことはどのようなことだと考えますか。
ラファエレ選手：その国の文化にどっぷりと浸かり、その国の習慣を学び、自分自身のものにする

こと、また同時に、自分の出身やルーツを決して忘れないことが大切だと思います。私は、複数
の文化とつながっている自分はとても幸運だと感じており、これは私のキャリアにも影響してい
ます。より良いラグビー選手になるんだという刺激をもらっています。W杯で、日本は自分の出
身国サモアと対戦しましたが、この経験は私にとって一生の宝です。この試合を通じて、私は、
両国の文化とつながりを感じました。日本代表のユニフォームを着て「君が代」を熱唱し、感動
しました。その後、キックオフ直前に、サモアのチームが「シバタウ」（サモアのウォークライ）
を披露したのを見て私も誇り高い気持ちになり、今までにないような最高のプレーをするんだと
気持ちが高ぶりました。

― ラグビーを通じて日本そして世界に発信していきたいメッセージは。
ラファエレ選手：準々決勝の対南アフリカ戦終了後に、日本と南アフリカのファンがジャージを交

換している映像を観たのですが、このシーンはとても印象的でした。選手が試合後にジャージ交

具智元選手(写真提供：
Honda HEAT)

ラファエレ・ティモシー選手
（写真提供：神戸製鋼コベ
ルコスティーラーズ）
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換するのはよくある光景ですが、それがファンの間でも行われており、スポーツは世界中の人々
の心を一つにするんだと強く感じました。

― RWC日本代表チームは、国籍などのバックグラウンドの異なる人々が同じ目的に向かって団
結し成果を収めた好事例だったと思いますが、重要なことはどのようなことだと感じていますか。

ラファエレ選手：信じること。自分自身、そしてチームメイトやスタッフ一人ひとりを信じること。
自分たちには同じ目標を達成することができると信じること、これらが重要なことだと思います。

― サモア、ニュージーランド、日本という3か国での生活経験を踏まえ、言語や国籍が異なる
人々が協調していく上で必要なのはどんなことだと考えますか。

ラファエレ選手：心を開き、偏見を持たないことがいかに大切かを学び、十人十色であることを理
解することが大切です。そうすることで、私は異なる3つの国を自分の母国だと言えるようにな
りました。また、信念や人生観が異なる人たちとも親しくなることができましたし、ラグビーを
通じて生涯の友もできました。異なる3か国で生活し、「異なる」というのが如何に美しいことか
を学びました。

スポーツを通じた国際貢献事業「Sport for Tomorrow」 
～1,000万人の目標達成～コラム

2013年9月、2020年オリンピック・パラリンピック競技大会の東京開催が決定した国際オリンピッ
ク委員会（IOC）総会（アルゼンチン・ブエノスアイレス）において、安倍総理大臣が日本のスポーツ
分野における国際貢献事業として発表したのが「Sport for Tomorrow（SFT）」プログラムです。

日本政府はSFTプログラムの下、2014年から2020年までの7年間で、開発途上国を始めとす
る100以上の国において1,000万人以上を対象に、世界のよりよい未来のために、未来を担う若者
を始めあらゆる世代の人々にスポーツの価値とオリンピック・パラリンピック・ムーブメントを広
げることを目標に、様々なプログラムを官民連携のオールジャパン体制で推進してきました。外務
省も、スポーツ関連施設の整備やスポーツ指導者・選手の派遣や招へい、スポーツ分野での日本文
化紹介など多彩なプログラムを実施しており、2019年9月末、SFTプログラムの活動実績数は、
202か国・地域、約1,002万人となり、予定より早く目標を達成することができました。

これまでも、外務省は一貫して日本の武道を始めとするスポーツ分野での国際交流を通じて、世
界の多くの人々に日本のことを知ってもらい、親しみを感じてもらえるように取り組んできました。
スポーツは国境・言語・民族の違いを超えた国際交流と相互理解の促進に重要な役割を果たしてい
ます。2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以下「2020年東京大会」という。）
以降も、日本から国民の皆様と共にスポーツの価値を世界に届けられるよう、スポーツを通じた国
際交流に取り組んでいきます。

2019年は、ラグビーワールドカップ（9月～11月、全国12都市）に加え、体操ワールドカップ（4月、東京）、世界柔道選手権大会（8月～9月、東
京）、ワールドカップバレーボール（9月～10月、全国8都市）、女子ハンドボール世界選手権大会（11月～12月、熊本）などの国際競技連盟主催の
国際競技大会が日本で開催された。
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SFTを実施した現地から届いた声

⃝タンザニアから
日本の文化無償資金協力による野球場整備の支援は、タンザニアの野球選手のためだけではなく、

タンザニア国民全てへの支援であり、日本はタンザニアに野球という新しいスポーツをもたらしま
した。タンザニア全ての小中学校での教育課程において野球が取り入れられるように検討したいと
思います。（マジャリワ首相）

⃝マダガスカルから
ラグビーはマダガスカルで人気のスポーツですが、

多くのチームは古いボールで練習しており、国際協力
機構（JICA）を通じて寄贈していただいたボールは
オリンピック出場のために大いに役立つことでしょ
う。私たちはマダガスカルにおけるラグビー発展のた
めにこれからも取り組んでいきます。（ラクトゥマラ
ラ・マダガスカル・ラグビー連盟会長）

⃝南スーダンから
日本から様々な支援がある中で、スポーツ分野でも

支援を行っていただいていることに感謝します。特
に、日本からの空手分野における協力を通じて、空手
競技の選手たちがスポーツを通じた日本・南スーダン
間の人物交流や関係の向上に貢献していることを特筆
したいと思います。（トゥット高等教育大臣）

⃝カナダから
柔道デモンストレーションは大変迫力があり、柔道

の奥深さや魅力を知る貴重な経験となりました。
2020年東京大会が非常に楽しみです。柔道という種
目でも日本・カナダ両国をこれまで以上に関心を持っ
て応援したいです。（カナダ外務省講堂で実施された
柔道デモンストレーションへのカナダ人参加者）

⃝ペルーから
日本と他国をスポーツでつなぎ、スポーツを通じた国際協力を推進しようとするこの事業は素晴

らしいと実感しました。さらにスポーツだけではなく、日本という場所や文化にも触れることがで
き、貴重な経験をさせてもらいました。（ペルー人パラバドミントン選手：デ・ビナテア氏）

青年海外協力隊員によるマダガスカル女子ラグビーチーム
の指導を視察する山田賢司外務大臣政務官

（3月、マダガスカル）

柔道のデモンストレーション（カナダ）

日本が提供した空手着で練習する選手たち（南スーダン）
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を複合的に支援している。2019年は、30か
国・地域の59か所の日本研究機関に対し、客
員教授の派遣、日本関係図書の拡充、研究助
成、セミナー・シンポジウムの開催支援などを
行ったほか、日本で研究・調査活動を行うため
のフェローシップを、前年からの継続分と併
せ、34か国・地域の150人に提供した。また、
各国・地域の日本研究者や研究機関のネット
ワーク構築を促進するため、学会活動への支援
なども行っている。

イ	知的交流
外務省は、国際交流基金を通じ、知的交流事

業も実施している。具体的には、共通の国際的
課題をテーマとしたセミナー・シンポジウム、
海外の主要大学において現代日本に対する理解
を深めるための講義などを行うプログラムに助
成しているほか、グラスルーツからの日米関係
強化のための米国地域リーダー招へい事業、
NPOや他の交流団体とも協力しつつ、様々な
分野・レベルでの対話を通じて関係を強化し相
互理解を深める交流事業などを企画・支援して
いる。

グラスルーツからの日米関係強化のための米国地域リーダー招へい 
（11月、　日本　写真提供：国際交流基金）

ウ	日米文化教育交流会議（CULCON：カルコン）
日米の官民の有識者が両国の文化・教育交流

について議論するカルコンは、6月、共通の課
題に対応する次世代の協力について意見交換す
るため、テキサス州オースティン（米国）にお
いて「2020年を越えて：次世代と日米協力へ

の道を創る」をテーマにシンポジウムを開催し
た。この際日米カルコン委員は、米国における
多文化共生のための活動に関する理解を深める
ため、サン・アントニオを訪問し、日系企業の
工場や現地大学を視察し、関係者と意見交換を
行った。加えて、カルコン、米国の非営利団体

（Anniversaries, Inc.）及びダラス商工会議所
は、ダラスにおいて「AI（人工知能）及び日
本とダラスの連携」をテーマにイベントを共催
し、AI及び関連技術の発展とその社会的影響
について活発な意見交換が行われた。

エ	国際連合大学（UNU）との協力
日本政府は、地球規模課題の研究及び人材育

成を通じて国際社会に貢献するUNUの創設を
重視し、日本（東京）に本部を誘致し、様々な
協力と支援を約50年間にわたり行ってきた。
UNUは、日本の大学や研究機関と連携し、平
和、開発、環境など日本が重視する国際課題に
取り組むことで、日本政府の政策発信にも貢献
している。また、UNUは、2010年に大学院
プログラムの修士課程、2012年に博士課程を
それぞれ開設しており、グローバルな人材育成
プログラムの質の向上にも努めている。

（5）日本語普及
日本の経済構造のグローバル化に伴う日本企

業の海外進出の増加や日本のポップカルチャー
の世界的な浸透などにより、若者を中心に外国
人の日本語への関心が増大している。海外にお
いて日本語の普及を一層進めることは、日本の
国民や企業にとって望ましい国際環境づくりに
つながるものである。国際交流基金が2018年

第39期外交官・第23期公務員日本語研修参加者レセプション 
（11月、東京）
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度に行った調査では、142の国・地域で約
385万人が日本語を学習していることが確認
された。また、同基金が実施する日本語能力試
験は、2019年には87の国・地域、307都市
で行われ、受験応募者数は過去最高の約137
万人となった（国内実施分を含む。）。一方、こ
れらの多くの国・地域では、多様化する日本語
学習への関心・ニーズに応える上で日本語教育
人材の不足が大きな課題となっている。

外務省は、国際交流基金を通じて海外の日本
語教育現場での多様なニーズに対応している。
具体的には、日本語専門家の海外派遣、海外の
日本語教師や外交官などの訪日研修、インドネ
シア及びフィリピンとの経済連携協定（EPA）
に基づく看護師・介護福祉士候補者への訪日前
日本語予備教育、各国・地域の教育機関などに
対する日本語教育導入などの働きかけや日本語
教育活動の支援、日本語教材開発、eラーニン
グの運営、外国語教育の国際標準に即した「JF

（国際交流基金）日本語教育スタンダード」の
普及活動などを行っている。

また、日本における少子高齢化を背景とした
労働力不足への対応として、4月から新たな在
留資格「特定技能」による外国人材の受入れが
開始されたが、「外国人材の受入・共生のため
の総合的対応策」（2018年12月25日「外国
人材の受入・共生に関する関係閣僚会議決定」）
に基づき、来日する外国人の日本語能力を測定
する「国際交流基金日本語基礎テスト」の実施
や、その日本語能力を効果的に習得することを
目的とした教材・カリキュラムの開発・普及、
就労希望者に日本語教育を行う現地日本語教師
の育成などの新しい取組を行っている。

（6）文化無償資金協力
開発途上国での文化・高等教育を支援し、日

本と開発途上国の相互理解や友好親善を深める
ため、政府開発援助（ODA）の一環として文
化無償資金協力を実施している。2019年は、
一般文化無償資金協力2件（総額約2億4,300
万円）、草の根文化無償資金協力14件（総額
約1億2,200万円）を実施した。2019年は、

一般文化無償資金協力では楽器・音響と放送分
野など、草の根文化無償資金協力ではスポーツ
振興と日本語普及分野での協力を重点的に実施
した。

（7）国連教育科学文化機関（UNESCO：ユネ
スコ）を通じた協力

日本は、教育、科学、文化などの分野でユネ
スコの様々な取組に積極的に参加している。ユ
ネスコは1951年に日本が戦後初めて加盟した

草の根文化無償資金協力でリオデジャネイロ連邦大学日本語学科へ供与
された日本語学習機材の供与式（8月、ブラジル・リオデジャネイロ）

草の根文化無償資金協力で供与された柔道器材を使用して行われた第2
回空手日本国大使杯（11月、アンゴラ・ルアンダ）

一般文化無償で建設されたペトラ博物館（4月、ヨルダン）
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国際機関であり、以来、開発途上国に対する教
育、科学、文化面などの支援で日本と協力して
きた。

文化面では、世界の有形・無形の文化遺産の
保護・振興及び人材育成分野での支援を柱とし
て協力するとともに、文化遺産保護のための国
際的枠組みにも積極的に参画している。その一
環として、カンボジアのアンコール遺跡、ウガ
ンダのカスビ王墓、ネパールの文化遺産の震災
後の復興を始め、日本人の専門家が中心となっ
て、現地の人々が将来は自らの手で遺跡を守る
ことができるよう人材育成を行うとともに、遺
跡の保存修復を支援している。特にアンコール
遺跡保存修復事業（カンボジア）に対しては、
1994年以降、継続的な支援を行っている。ま
た、アフガニスタンでは、2003年からバーミ
ヤン遺跡保存事業を実施しており、現地の人々
の心のよりどころであるバーミヤン遺跡の修復
に貢献している。さらに、無形文化遺産保護に
ついても、開発途上国における音楽・舞踊など
の伝統芸能、伝統工芸などを次世代に継承する
ための事業、各国が自ら無形文化遺産を保護す
る能力を高めるための国内制度整備や関係者の
能力強化支援事業を実施している。

人文科学分野では、ユネスコのAIの倫理に
関する規範的文書の策定に向けた議論にも積極
的に貢献している。8月のTICAD7の際には、
ユネスコとの共催で、「AIの活用に関するパネ
ルディスカッション」を開催し、日本とユネス
コの専門家が参加し、アフリカにおけるAIの
利活用や防災技術の現状を俯瞰した上で、ユネ
スコによるAIを活用した取組や今後の展望を
踏まえ、日本における防災分野を含むAIの活
用や取組を参考に、アフリカにおけるAI活用
向上のための方策を議論した。

そのほか、ユネスコが力を入れているアフリ
カを対象とした支援では、4月、日本はベナン、
ブルキナファソ、カメルーン、チャド、コート
ジボワール、ガーナ、ギニア、マリ、ニジェー
ル、ナイジェリア、トーゴでの深刻な洪水被害

2	 ユネスコと協力してプログラムを実行する機関。ユネスコからは独立した組織であるが、ユネスコ総会でユネスコの協力機関として承認されている。

に対して緊急支援を行い、ユネスコの防災事業
を支援している。具体的には、水害多発地域へ
の水災害・リスクマネジメント国際センター

（ICHARM、つくば市所在のユネスコ・カテゴ
リー2センター2）の早期警報システムの導入や、
その使用に関する訓練、洪水に対する意識の向
上のためのキャパシティ・ビルディングを実施
している。

また、2017年に就任したアズレー事務局長
の下、ユネスコは、非政治化のための戦略的改
革を推進しており、日本もこのユネスコ改革を
支持している。8月のTICAD7の際には、安倍
総理大臣とアズレー事務局長の会談が行われ、
同事務局長から、ユネスコが推進する戦略的変
革を始め、AIの倫理に関するイニシアティブ
などについて引き続き日本と協力していきたい
との発言があったのに対し、安倍総理大臣から
は、ユネスコの取組や非政治化に向けた改革を
着実に前進させるため協力していくと述べた。

ア	世界遺産条約
世界遺産条約は、文化遺産や自然遺産を人類

全体の遺産として国際的に保護することを目的
としており、日本は1992年にこの条約を締結
した（2019年12月現在締約国数は193か国）。
この条約に基づく「世界遺産一覧表」に記載さ
れたものが、いわゆる「世界遺産」である。建
造物や遺跡などの「文化遺産」、自然地域など
の「自然遺産」、文化と自然の両方の要素を持

百舌鳥古墳群（「百舌鳥・古市古墳群」の構成資産の一つ） 
（写真提供：堺市）

262 DIPLOMATIC BLUEBOOK 2020

第3章　　国益と世界全体の利益を増進する外交



第
3
章

国
益
と
世
界
全
体
の
利
益
を
増
進
す
る
外
交

つ「複合遺産」に分類され、2019年12月現
在、世界遺産一覧表には世界全体で1,121件が
記載されている。2019年、バクー（アゼルバ
イジャン）で開催された第43回世界遺産委員
会において、日本が推薦した「百

も ず
舌鳥・古市古

墳群」（大阪府）の世界遺産一覧表への記載が決
定された。これまで日本からは、文化遺産19
件、自然遺産4件の計23件が記載されている。

イ	無形文化遺産保護条約
無形文化遺産保護条約は、伝統芸能や伝統工

芸技術などの無形文化遺産について、国際的保
護の体制を整えるものである（2019年12月
現在締約国数は178か国）。国内の無形文化財
保護において豊富な経験を持つ日本は、この条
約の作成作業の牽

けん
引
いん

役となり、運用指針の主要
部分を取りまとめるなど、積極的な貢献を行っ
ている。2019年12月現在、条約に基づき作
成されている「人類の無形文化遺産の代表的な
一覧表」には、日本の無形文化遺産として計
21件が記されている。

ウ	ユネスコ「世界の記憶」事業
ユネスコ「世界の記憶」事業は、貴重な歴史

的資料の保護と振興を目的に1992年に創設さ
れた。2019年12月現在、427件が登録され
ている。

従来の制度では、加盟国が登録の検討に関与
できる仕組みとなっておらず、また登録申請案
件について、関係国間での見解の相違が明らか
であるにもかかわらず、一方の国の主張のみに
基づき申請・登録がなされ政治的対立を生むこ
とは、ユネスコの設立趣旨である加盟国間の友
好と相互理解の推進に反するものとなることか
ら、新規申請を凍結した上で同事業の制度改善
が進められている。2018年10月の執行委員
会において、制度の包括的な見直しに関する改
定行動計画が採択され、1年間にわたり議論が
行われたが、2019年10月の執行委員会にお
いて議論の延長が決議され、現在も議論が継続
されている。
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